
国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）中長期目標の変更について 

 

令和５年１月１３日 

科学技術・学術政策局人材政策課 

 

１． 令和４年度補正予算に伴う変更 

○スタートアップ創出の推進の記載の追加【本文：Ｐ４、評価軸等：Ｐ８】 

令和４年度第二次補正予算において、大学発新産業創出基金補助金に大学発ベンチャー創

出力の強化に向けて、研究開発やスタートアップ創出体制の整備を支援するための予算が計

上されたことに伴い、研究開発成果の事業化やその海外展開の可能性検証のための研究開発

及び地域の中核大学等を中心とした産学官共創による事業化支援等を実施可能な環境の形

成を推進することを支援する旨を本文に定めるとともに、関連する評価軸等を定める。 

  

○革新的 GX技術創出の推進の記載の追加【本文：Ｐ１、Ｐ３～５、評価軸等：Ｐ９】 

令和４年度第二次補正予算において、革新的 GX 技術創出事業基金補助金に将来の産業成

長と 2050 年カーボンニュートラルの実現に向けた大学等での基盤研究開発を推進するため

の予算が計上されたことに伴い、グリーン成長につながる重要な技術領域において、分野や

組織を横断した全国のトップ研究者の連携体制を構築し、革新的な GX 技術の創出に向けた

研究開発を推進する旨を本文に定めるとともに、関連する評価軸等を定める。 

 

○先端国際共同研究基盤の強化の記載の追加【本文：Ｐ１、Ｐ５～６、評価軸等：Ｐ１０】 

令和４年度第二次補正予算において、先端国際共同研究基金補助金に国際頭脳循環を推進

するための予算が計上されたことに伴い、国が設定する分野・領域及び諸外国を対象として

国際的に優れた研究成果創出に向けた国際共同研究を戦略的・機動的に推進するとともに、

日本人研究者の国際科学トップサークルへの参入及び若手研究者の交流強化を図り、国際頭

脳循環の活性化及び次世代の優秀な研究者の育成に貢献する旨を本文に定めるとともに、関

連する評価軸等を定める。 

 

 

２． 経済安全保障重要技術育成プログラムの制度設計の進捗に伴う変更 

○経済安全保障の観点からの先端的な重要技術に係る研究開発に関する評価軸等の記載の

更新【評価軸等：Ｐ８】 

内閣府を中心とした関係府省の検討の結果に基づいて経済安全保障重要技術育成プログ

ラムの制度設計が進んだことから、関連する評価軸等を更新する。 
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３． 大学ファンドによる助成開始に向けた変更 

○大学ファンドによる助成業務の記載の追加【本文：Ｐ６、評価軸等：Ｐ１１】 

「国際卓越研究大学の研究及び研究成果の活用のための体制の強化に関する法律」（令和

４年法律第 51 号）の施行（令和４年 11 月 15 日）に基づき、文部科学大臣が決定した「国

際卓越研究大学の研究及び研究成果の活用のための体制の強化の推進に関する基本的な方

針」及び JSTが作成し文部科学大臣が認可した「国際卓越研究大学研究等体制強化助成の実

施に関する方針」等に基づき、令和６年度以降の助成開始に向けて、JSTにおいて、助成の

継続的・安定的な実施に必要な機能及び体制を整備し、助成の適正な実施を図るため、中長

期目標を変更する。 
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国立研究開発法人科学技術振興機構の中長期目標新旧対照表 

（案） 

（主務府省：文部科学省）（赤字・下線部分が追加・削除箇所） 

第 ５ 期 （ 変 更 後 ） 第 ５ 期（ 現 行 ） 
目 次 

（序文） 

Ⅰ．政策体系における法人の位置づけ及び役割 

Ⅱ．中長期目標の期間 

Ⅲ．研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

１．社会変革に資する研究開発戦略の立案と社会との共創 

１．１．研究開発戦略の立案・提言 

１．２．社会シナリオの提案・科学技術協力基盤の構築に向けた調査・分析 

１．３．社会との対話・協働の深化 

２．社会変革に資する研究開発による新たな価値創造の推進 

２．１．新たな価値の共創に向けた産学官連携・スタートアップ創出の推進 

  ２．２．ムーンショット型研究開発の推進 

  ２．３．経済安全保障の観点からの先端的な重要技術に係る研究開発の推進 

  ２．４．革新的 GX技術創出に向けた研究開発の推進 

 ３．新たな価値創造の源泉となる研究開発の推進 

 ４．多様な人材の支援・育成 

  ４．１．創発的研究の支援 

  ４．２．多様な人材の育成 

 ５．科学技術・イノベーション基盤の強化 

  ５．１．情報基盤の強化 

  ５．２．国際戦略基盤の強化 

  ５．３．先端国際共同研究基盤の強化 

 ６．大学ファンドによる世界レベルの研究基盤の構築 

Ⅳ．業務運営の改善及び効率化に関する事項 

目 次 

（序文） 

Ⅰ．政策体系における法人の位置づけ及び役割 

Ⅱ．中長期目標の期間 

Ⅲ．研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

１．社会変革に資する研究開発戦略の立案と社会との共創 

１．１．研究開発戦略の立案・提言 

１．２．社会シナリオの提案・科学技術協力基盤の構築に向けた調査・分析 

１．３．社会との対話・協働の深化 

２．社会変革に資する研究開発による新たな価値創造の推進 

２．１．新たな価値の共創に向けた産学官連携・スタートアップ創出の推進 

  ２．２．ムーンショット型研究開発の推進 

  ２．３．経済安全保障の観点からの先端的な重要技術に係る研究開発の推進 

  （新設） 

 ３．新たな価値創造の源泉となる研究開発の推進 

 ４．多様な人材の支援・育成 

  ４．１．創発的研究の支援 

  ４．２．多様な人材の育成 

 ５．科学技術・イノベーション基盤の強化 

  ５．１．情報基盤の強化 

  ５．２．国際戦略基盤の強化 

  （新設） 

 ６．大学ファンドによる世界レベルの研究基盤の構築 

Ⅳ．業務運営の改善及び効率化に関する事項 
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第 ５ 期 （ 変 更 後 ） 第 ５ 期（ 現 行 ） 
１． 組織体制及び事業の見直し 

２． 経費等の合理化・効率化 

３． ICT 活用の推進 

Ⅴ．財務内容の改善に関する事項 

Ⅵ．その他業務運営に関する重要事項 

１． 法人の長によるマネジメント強化 

２． 内部統制の充実・強化 

３． その他行政等のために必要な事項 

４． 施設及び設備に関する事項 

５． 人材活用に関する事項 

 

（序文） 

独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）第 35条の４第１項の規定

により、国立研究開発法人科学技術振興機構が達成すべき業務運営に関する

目標（以下「中長期目標」という。）を定める。 

 

Ⅰ．（略）  

 

Ⅱ．（略） 

 

Ⅲ．研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

 機構は、科学技術・イノベーション基本計画を実施する中核的機関として、

「社会変革に資する研究開発戦略の立案と社会との共創」、「社会変革に資す

る研究開発による新たな価値創造の推進」、「新たな価値創造の源泉となる研

究開発の推進」、「多様な人材の支援・育成」、「科学技術・イノベーション基

盤の強化」、「大学ファンドによる世界レベルの研究基盤の構築」に総合的に

取り組み、我が国の研究開発成果の最大化を目指す。 

４． 組織体制及び事業の見直し 

５． 経費等の合理化・効率化 

６． ICT活用の推進 

Ⅴ．財務内容の改善に関する事項 

Ⅵ．その他業務運営に関する重要事項 

１． 法人の長によるマネジメント強化 

２． 内部統制の充実・強化 

３． その他行政等のために必要な事項 

４． 施設及び設備に関する事項 

５． 人材活用に関する事項 

 

（序文） 

独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）第 35条の４第１項の規定

により、国立研究開発法人科学技術振興機構が達成すべき業務運営に関する

目標（以下「中長期目標」という。）を定める。 

 

Ⅰ．（略） 

 

Ⅱ．（略） 

 

Ⅲ．研究開発成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

 機構は、科学技術・イノベーション基本計画を実施する中核的機関として、

「社会変革に資する研究開発戦略の立案と社会との共創」、「社会変革に資す

る研究開発による新たな価値創造の推進」、「新たな価値創造の源泉となる研

究開発の推進」、「多様な人材の支援・育成」、「科学技術・イノベーション基

盤の強化」、「大学ファンドによる世界レベルの研究基盤の構築」に総合的に

取り組み、我が国の研究開発成果の最大化を目指す。 
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第 ５ 期 （ 変 更 後 ） 第 ５ 期（ 現 行 ） 
 事業を推進するに当たっては、機構の多様性・総合力を発揮するため、事

業間の連携を強化する。 

評価に当たっては、別紙の評価軸、評価指標及びモニタリング指標を基本

として評価する。 

 

１．（略）  

 

２．社会変革に資する研究開発による新たな価値創造の推進 

科学技術の活用による社会課題の解決と新たな価値の創出に向けた研究

開発の推進により、産業構造と社会の変革を加速させる。また、将来、広く

社会を変革し得る研究開発と、その成果の社会実装と普及に向け、ベンチャ

ー企業の創出、出資及び知的財産の取得と活用に向けた支援等を行うととも

に、より大胆な発想に基づく挑戦的な研究開発やグリーントランスフォーメ

ーション（GX）に資する基盤研究開発を推進する。 

 

２．１．新たな価値の共創に向けた産学官連携・スタートアップ創出の推進 

機構及び大学等の研究開発成果について、課題や研究開発分野の特性、研

究開発ステージに応じた最適な支援形態による研究開発及び企業化開発を

推進し、機構及び大学等の研究開発成果をシームレスに実用化につなげるこ

とで、企業等への橋渡しを促進する。その際、マッチングファンド等研究開

発段階に応じた民間企業負担を促進し、金融機関等とも連携しつつ、民間資

源の積極的な活用を図る。 

また、知と人材の集積拠点である大学・公的研究機関を中核とし、産学官

の人材、知、資金を結集した共創の「場」の形成を行いつつ、研究開発成果

の社会実装及び大学・公的研究機関の産学官連携のマネジメント機能強化を

促進することにより、持続的にイノベーションを生み出す環境の形成を推進

する。 

 事業を推進するに当たっては、機構の多様性・総合力を発揮するため、事

業間の連携を強化する。 

評価に当たっては、別紙の評価軸、評価指標及びモニタリング指標を基本

として評価する。 

 

１．（略）  

 

２．社会変革に資する研究開発による新たな価値創造の推進 

科学技術の活用による社会課題の解決と新たな価値の創出に向けた研究

開発の推進により、産業構造と社会の変革を加速させる。また、将来、広く

社会を変革し得る研究開発と、その成果の社会実装と普及に向け、ベンチャ

ー企業の創出、出資及び知的財産の取得と活用に向けた支援等を行うととも

に、より大胆な発想に基づく挑戦的な研究開発を推進する。 

 

 

２．１．新たな価値の共創に向けた産学官連携・スタートアップ創出の推進 

機構及び大学等の研究開発成果について、課題や研究開発分野の特性、研

究開発ステージに応じた最適な支援形態による研究開発及び企業化開発を

推進し、機構及び大学等の研究開発成果をシームレスに実用化につなげるこ

とで、企業等への橋渡しを促進する。その際、マッチングファンド等研究開

発段階に応じた民間企業負担を促進し、金融機関等とも連携しつつ、民間資

源の積極的な活用を図る。 

また、知と人材の集積拠点である大学・公的研究機関を中核とし、産学官

の人材、知、資金を結集した共創の「場」の形成を行いつつ、研究開発成果

の社会実装及び大学・公的研究機関の産学官連携のマネジメント機能強化を

促進することにより、持続的にイノベーションを生み出す環境の形成を推進

する。 
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第 ５ 期 （ 変 更 後 ） 第 ５ 期（ 現 行 ） 
加えて、大胆な挑戦が可能な大学等発ベンチャーの創出支援等を通じて研

究開発成果の事業化及び民間資金の呼び込み等を図る。また、大学を中心と

した産学官共創による、大学等発ベンチャー創出及びその基盤となる人材育

成等を実施可能な環境の形成を推進する。さらに、機構及び大学等の研究開

発成果の事業化が加速されるよう、適切な知的財産の取得と活用を促進す

る。 

さらに、科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成 20年

法律第 63号）第 27条の２第１項に基づき、国から交付される補助金により

基金を設け、同項に規定する特定公募型研究開発業務として、大学等発ベン

チャー創出力の強化に向けて、研究開発成果の事業化や海外での事業展開の

可能性検証を視野に入れた研究開発を推進するとともに、地域の中核となる

大学等を中心とした産学官共創による大学等発ベンチャー創出支援等を実

施可能な環境の形成を推進する。 

 

２．２．（略）  

 

２．３．（略）  

 

２．４．革新的 GX技術創出に向けた研究開発の推進 

 科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成 20 年法律第 

63 号） 第 27 条の２第１項に基づき、国から交付される補助金により基金

を設け、同項に規定する特定公募型研究開発業務として、我が国の将来産業

の成長と 2050 年カーボンニュートラルを達成する上で重要な技術領域にお

いて、分野や組織を横断した全国のトップ研究者の連携体制を構築し、革新

的 GX技術の創出に向けた研究開発を推進する。研究開発の推進においては、

研究進捗や最新の技術動向、産業界の抱えるボトルネック課題等を踏まえ、

ポートフォリオ（プロジェクトの構成や資金配分等）を柔軟に見直すととも

加えて、大胆な挑戦が可能な大学等発ベンチャーの創出支援等を通じて研

究開発成果の事業化及び民間資金の呼び込み等を図る。また、大学を中心と

した産学官共創による、大学等発ベンチャー創出及びその基盤となる人材育

成等を実施可能な環境の形成を推進する。さらに、機構及び大学等の研究開

発成果の事業化が加速されるよう、適切な知的財産の取得と活用を促進す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．２．（略） 

 

２．３．（略）  

 

（新設） 
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第 ５ 期 （ 変 更 後 ） 第 ５ 期（ 現 行 ） 
に、国際的なネットワークからの知見も積極的に取り込み、技術成熟度の向

上や社会実装に向けた応用フェーズへの早期の橋渡しを目指す。 

 

３．（略）  

 

４．（略）  

 

５．科学技術・イノベーション基盤の強化 

社会変革や新たな価値創造に向けた我が国の研究開発の最大化に貢献す

るためには、国内外の動向を踏まえたうえで、研究開発の共通的基盤を構築・

強化する必要がある。 

そのため、科学技術・イノベーションの創出に必要不可欠な役割・機能を

担っている情報基盤の強化を行うとともに、国際共同研究や交流を促進する

ことにより、将来の社会変革や新たな価値創造に向けた共通的基盤を構築・

強化する。 

 

５．１．（略）  

 

５．２．（略）  

 

５．３．先端国際共同研究基盤の強化 

科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成 20 年法律第

63 号）第 27 条の２第１項に基づき、国から交付される補助金により基金を

設け、同項に規定する特定公募型研究開発業務として、国が設定する分野・

領域及び高い科学技術水準を有する諸外国を対象として、国際的に優れた研

究成果創出に向けた国際共同研究を戦略的・機動的に推進する。国際共同研

究の推進を通じて、日本人研究者の国際科学トップサークルへの参入を促進

 

 

 

３．（略）  

 

４．（略）  

 

５．科学技術・イノベーション基盤の強化 

社会変革や新たな価値創造に向けた我が国の研究開発の最大化に貢献す

るためには、国内外の動向を踏まえたうえで、研究開発の共通的基盤を構築・

強化する必要がある。 

そのため、科学技術・イノベーションの創出に必要不可欠な役割・機能を

担っている情報基盤の強化を行うとともに、国際共同研究や交流を促進する

ことにより、将来の社会変革や新たな価値創造に向けた共通的基盤を構築・

強化する。 

 

５．１．（略）  

 

５．２．（略）  

 

（新設） 
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第 ５ 期 （ 変 更 後 ） 第 ５ 期（ 現 行 ） 
するとともに、両国の優秀な若手研究者の交流や関係構築の強化を図り、国

際頭脳循環の活性化及び次世代の優秀な研究者の育成に貢献する。 

 

６．大学ファンドによる世界レベルの研究基盤の構築 

 資金運用益の活用により国際的に卓越した科学技術に関する研究環境の

整備充実並びに優秀な若年の研究者の育成及び活躍の推進に資する活動等

を通じて、我が国のイノベーション・エコシステム（注）の構築を目指す。 

「助成資金運用が長期的な観点から安全かつ効率的に行われるようにする

ための基本的な指針」（令和４年１月７日文部科学大臣決定。以下「助成資

金運用の基本指針」という。）及び「助成資金運用の基本方針」（令和４年１

月 19 日文部科学大臣認可。以下「基本方針」という。）に基づき、専門性等

の資質能力を有する優れた人材の確保・育成等の体制整備を進め、長期的な

観点から適切なリスク管理を行いつつ資金運用を効率的に行う。また、寄託

金運用については、助成資金運用と一体的に運用する。 

 「国際卓越研究大学の研究及び研究成果の活用のための体制の強化に関す

る法律」（令和４年法律第 51号）に基づく「国際卓越研究大学の研究及び研

究成果の活用のための体制の強化の推進に関する基本的な方針」（令和 4 年

11月 15日文部科学大臣決定。以下「国際卓越研究大学法に基づく基本方針」

という。」）及び「国際卓越研究大学研究等体制強化助成の実施に関する方針」

（令和 4年 11月 15 日文部科学大臣認可。以下「助成の実施方針」という。）

に基づき、助成の継続的・安定的な実施に必要な機能及び体制を整備し、助

成の適正な実施を図る。 

注 生態系システムのように、それぞれのプレーヤーが相互に関与して、

自律的にイノベーション創出を加速するシステム。 

 

Ⅳ．～Ⅵ．（略）  

 

 

 

 

６．大学ファンドによる世界レベルの研究基盤の構築 

 資金運用益の活用により国際的に卓越した科学技術に関する研究環境の

整備充実並びに優秀な若年の研究者の育成及び活躍の推進に資する活動等

を通じて、我が国のイノベーション・エコシステム（注）の構築を目指す。 

「助成資金運用が長期的な観点から安全かつ効率的に行われるようにする

ための基本的な指針」（令和４年１月７日文部科学大臣決定。以下「基本指

針」という。）及び助成資金運用の基本方針（令和４年１月 19日文部科学大

臣認可。以下「基本方針」という。）に基づき、専門性等の資質能力を有する

優れた人材の確保・育成等の体制整備を進め、長期的な観点から適切なリス

ク管理を行いつつ資金運用を効率的に行う。また、寄託金運用については、

助成資金運用と一体的に運用する。 

注 生態系システムのように、それぞれのプレーヤーが相互に関与して、

自律的にイノベーション創出を加速するシステム。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ．～Ⅵ．（略）  
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科学技術振興機構に係る政策体系上の位置付け

（機構の目的）
第４条 国立研究開発法人科学技術振興機構（以下「機構」という。）は、新技術の創出に資することとなる科学技術に関する基
礎研究、基盤的研究開発、新技術の企業化開発等の業務、国立大学法人（国立大学法人法（平成15年法律第112号）第２条
第１項に規定する国立大学法人をいう。第23条第５号において同じ。）から寄託された資金の運用の業務、大学に対する研究
環境の整備充実等に関する助成の業務及び我が国における科学技術情報に関する中枢的機関としての科学技術情報の流
通に関する業務その他の科学技術の振興のための基盤の整備に関する業務を総合的に行うことにより、科学技術の振興を
図ることを目的とする。

国立研究開発法人科学技術振興機構法

１．社会変革に資する研究開発戦略の立案と社会との共創
２．社会変革に資する研究開発による新たな価値創造の推進
３．新たな価値創造の源泉となる研究開発の推進
４．多様な人材の支援・育成 ５．科学技術・イノベーション基盤の強化
６．大学ファンドによる世界レベルの研究基盤の構築

科学技術・イノベーション基本法

科学技術・イノベーション基本計画の実施において中核的な役割を担う機関

（Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策）
①国民の安全と安心を確保する持続可能で強靱な社会への変革
②知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化
③一人ひとりの多様な幸せ（well-being）と課題への挑戦を実現する教育・人材育成

第６期科学技術・イノベーション基本計画

科学技術振興機構 中長期目標

（別添）
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（別添）国立研究開発法人科学技術振興機構における評価軸（赤字・下線部分・取消線部分が追加箇所） 
項目 評価軸 評価指標 モニタリング指標 

2. 社 会 変

革 に 資 す

る 研 究 開

発 に よ る

新 た な 価

値 創 造 の

推進 

2.1.新たな価値

の共創に向けた

産学官連携・スタ

ートアップ創出

の推進  

・新たな価値の共創に向けた産学官連

携・スタートアップ創出の推進に寄与

しているか。 

・国際市場等を見据えた事業の創出や多

様な地域の大学におけるスタートアッ

プ創出の推進に寄与しているか。 

・研究開発成果の創出・実用化・社会実

装に向けた進展 

・自立的・持続的な産学官共創の拠点の

体制整備状況（見通しを含む） 

・ベンチャーの創出・支援、効果的な発

展 

・知財支援・特許活用に向けた活動の成

果 

・大学等発の研究開発成果の事業化に向

けた支援件数 

・成果の創出数 

・持続的にイノベーションを生み出す環

境の形成・発展に向けた体制整備状況  

・外部資金・外部リソース等の誘引状況

（ベンチャー企業の資金調達含む） 

・成果の創出等に向けた活動の実施状況 

・知財支援・特許活用に向けた活動の成

果 

2.2.（略）    

2.3.経済安全保

障の観点からの

先端的な重要技

術に係る研究開

発の推進 

・国から交付される補助金による基金を

設置し、研究開発を推進する体制の整

備が進捗したか。 

・研究開発ビジョン・研究開発構想に基

づき、当該技術の獲得に資する研究開

発成果が創出され、その成果の公的利

用や民生利用に向けた展開がなされて

いるか。 

 

 

 

 

 

 

 

・基金の設置及び研究開発を推進する体

制の整備の進捗 

・研究開発ビジョンの達成及び研究開発

構想の実現に向けた研究開発成果の創

出及び公的利用や民生利用に向けた成

果展開（見通しを含む） 

 

・関係規程の整備状況 

・研究開発ビジョン等の達成に向けて進

捗が認められる研究開発課題数 

・公的利用や民生利用に向けた連携等の

件数 

・論文数 

・特許出願・登録件数 

今後の内閣府を中心とした関係府省による協議の結果等に基づいて本事業の制度設計が進んだ段

階で、改めて、本中長期目標期間を見通した評価軸・評価指標・モニタリング指標を定める。 
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項目 評価軸 評価指標 モニタリング指標 

2.4.革新的 GX 技

術創出に向けた

研究開発の推進 

・国が定める基本方針等に基づき研究開

発計画を策定した上で、適切な研究開

発マネジメントを行っているか。 

・将来の産業成長と 2050年カーボンニ

ュートラルの実現に向けた研究成果の

創出や展開がなされているか。 

・研究開発マネジメントの取組の進捗 

・研究開発成果の創出・実用化・実装に

向けた成果の展開に関する進捗 

・ステージゲート評価等において、運営

委員等が実施した意見交換等回数 

・応用研究や実用化、国際連携への発展

につながった課題等の件数 

・特許出願・登録件数 

・論文被引用数 

・プロジェクトに参画した学生・研究者

数 

※「評価指標」とは、評価・評定の基準として取り扱う指標。また、「モニタリング指標」とは、正確な事実を把握し適正・厳正な評価に資するために必要な指標  
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項目 評価軸 評価指標 モニタリング指標 

5. 科 学 技

術・イノベ

ー シ ョ ン

基 盤 の 強

化  

5.1.～5.2.（略）    

5.3.先端国際共

同研究基盤の強

化 

・戦略的・機動的な事業推進の観点を踏

まえ、国が設定する分野・領域におけ

る国際共同研究の成果が創出されてい

るか、また、相手国機関と密に連携し

適切に支援を実施しているか。 

・国際頭脳循環に資する研究者の交流活

動が促進されているか。 

・国が設定する分野・領域における研究

成果の創出及び成果展開 

・研究者の国際交流活動 

・論文数（国際共著論文の割合含む） 

・特許出願・登録件数 

・研究者の派遣・招へい数 

※「評価指標」とは、評価・評定の基準として取り扱う指標。また、「モニタリング指標」とは、正確な事実を把握し適正・厳正な評価に資するために必要な指標。  
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項目 評価軸 評価指標 モニタリング指標 

6.大学ファンドによる世界レ

ベルの研究基盤の構築  

・我が国のイノベーション・エコシステ

ムの構築を目指して、助成資金運用の

基本指針及び助成資金運用の基本方針

に基づき、長期的な観点から適切なリ

スク管理を行いつつ、立ち上げ期にお

ける資金運用を効率的に行っている

か。 

・国際卓越研究大学制度の趣旨を踏ま

え、助成の継続的・安定的な実施に必

要な機能及び体制を整備し、助成を適

正に実施しているか。 

・専門性等の資質能力を有する優れた人

材の確保・育成 

・助成資金運用の基本指針及び助成資金

運用の基本方針に基づく適切なリスク

管理 

・助成資金運用の基本指針及び助成資金

運用の基本方針に基づく効率的な資金

運用 

・国際卓越研究大学法に基づく基本方針

及び助成の実施方針に基づく体制の整

備状況 

・国際卓越研究大学法に基づく基本方針

及び助成の実施方針に基づく助成の適

切な実施状況 

・資金運用及びリスク管理・監査機能を

担う体制整備（運用・監視委員会、運

用リスク管理委員会、投資委員会の開

催状況を含む） 

・リスク管理状況（基本ポートフォリオ

からの乖離状況の把握及び対応、ガイ

ドラインに沿った運用受託機関等の管

理等） 

・運用状況（計画に沿ったポートフォリ

オの適切な管理等） 

・助成資金運用のための資金の調達状況

等（助成を受ける大学からの資金拠出

の受入れ状況を含む） 

・助成の実施方法及び実施条件の整備や

助成金の管理及び執行状況の確認等 

・助成業務と運用業務の適切な連携状況 

※「評価指標」とは、評価・評定の基準として取り扱う指標。また、「モニタリング指標」とは、正確な事実を把握し適正・厳正な評価に資するために必要な指標。 

 



大学・研究者

国際展開する大学発スタートアップの創出と
高校生等へのアントレプレナーシップ教育の拡大

 スタートアップ5年で10倍増を視野に、スタートアップを強力に育成するとと
もに、国際市場を取り込んで急成長するスタートアップを創出していくため
には、大学発スタートアップ創出力の抜本的強化が必要

 そのためには、創業前から、国際市場への展開可能性を検証するための
支援や、地域の大学等から生まれる技術シーズへの支援、起業を志す
人材育成の機会を抜本的に拡充することが重要

 そこで、スタートアップ創出元年である令和4年度から、国際展開も見据
えたギャップファンド等の支援を大幅に拡充するとともにアントレプレナー
シップ教育の機会を高校生等へと拡大する

背景・課題

大学発スタートアップの創出を強力に支援するため、国際市場への展開を目指すスタートアップの創出も含めて支援するギャップファンドプログラムを実施する基金を創
設するとともに、地域の中核大学等への施設やスタートアップ創出環境の整備、アントレプレナーシップ教育の高校生等への拡大に向けて以下の取組を行う

○大学発スタートアップ創出を支援するギャップファンドプログラムの新設
 拠点都市や地域の中核大学等の技術シーズに対して、海外の専門家等からの

メンタリングなどとセットで国際市場への展開可能性を検証するギャップファンドプロ
グラムを創設し、国際市場への展開を目指すスタートアップ等の創出に取り組む

10億円
 スタートアップ創出の抜本的拡大に向けて、その基盤となる人材の量や多様性を

増やすため、拠点都市を中心にアントレプレナーシップ教育の機会を、優れた理
数系の才能を有するこどもを始め、将来設計の入り口である高校生等へ拡大

 件数・単価：1.2億円程度×8拠点
 交付先：JSTを通じて大学等を支援

事業内容

令和4年度第2次補正予算額 1,500億円

502億円（※）
 研究力の向上戦略の下、大学間の連携を通じて地域の中核・特色ある研究大

学として機能強化を図る大学による取組に対し、共同研究拠点化に向けた施
設やオープンイノベーションの創出等に必要な施設の整備を支援

 件数・単価：20億円程度×25件程度
 交付先：大学

○地域の中核大学等のスタートアップ創出体制の整備
 大学発スタートアップ創出の抜本的強化に向けて、地域の中核大学等を中心に、

地域の金融機関や他大学等と連携して、優れた技術シーズ等を活用した起業を
進めるためのエコシステム形成に取り組む

※施設整備502億円については、地域中核・特色ある
研究大学の振興の一部と重複計上

※地域中核・特色ある研究大学の振興の一部と重複計上
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回答割合 （回答数＝130）

（出所）一般財団法人ベンチャーエンタープライズセンター「ベンチャー白書2021」を基に作成

大学発スタートアップ創出の抜本的強化 988億円【基金】
事業実施期間：令和4年度～（原則5年間）

文科省 JST（基金）
補助金 委託

起業家層の拡大に向けたアントレ教育の高校生等への拡大
-EDGE-PRIME Initiative-

地域中核・特色ある研究大学の連携による
産学官連携・共同研究の施設整備事業

1

yuka-mabuchi
テキストボックス
参考資料
（資料2-1）
第25回研発審
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〇 令和3年11月、第26回気候変動枠組条約締約国会議（COP26）において、岸田総理が2030年度に温室効果ガス排出量46％削減、 2050年にカーボンニュートラルを引き続
き目指すことを表明。2050年カーボンニュートラル実現等の野心的な目標達成には、既存技術の展開・実装のみでは達成が困難であり、非連続なイノベーションをもたらす「革新
的GX技術」の創出が不可欠。

〇 令和４年１月、総理から各省庁に対して、炭素中立型の経済社会実現への具体的な道筋を示す「クリーンエネルギー戦略」策定を通じて、政府一丸となった検討と実行を加速するよ
う指示。また、新しい資本主義実現に向けて、特に、水素や再エネ、バイオものづくり等の研究開発について、今後、大胆かつ重点的に投資を行うことを宣言。

背景・課題

事業内容
【事業イメージ】

〇 我が国はアカデミアの基礎研究力に蓄積と高いポテンシャルを有しており、企業等における技術開発・社会実装と連携した大学等における基盤研究と人材育成がカギ。

革新的GX技術創出事業（GteX）
※ GteX=Green technologies of eXcellence 令和4年度第2次補正予算額 496億円

 当該開発技術が、2050カーボンニュート
ラルに向けて必要不可欠な構成技術を
担い、日本がイニシアチブを発揮し、世界
全体のカーボンニュートラルに貢献

革新技術によるCO2排出削減
等の社会課題解決への貢献
世界水準の研究開発体制の形
成や高度人材の輩出 等

長期アウトカム(成果目標) インパクト(国民・社会への影響）、目指すべき姿

革新技術のTRLの増加や質
の高い論文、国際共著論文
数の増加
国内外のﾈｯﾄﾜｰｸ数の増加 等

 年度計画達成件数、先端
機器や研究基盤の構築、
エンジニア・研究者数

等

アウトプット(活動目標） 中期アウトカム(成果目標)

<革新的GX技術例>

電力貯蔵技術 水素変換技術

例：
レアメタルフリーで高性能な
多価イオン電池

例：
新規水素吸蔵材料の開発や、
高耐久性を実現する
より低コストな燃料電池

例：
微生物・植物等の新規代謝経路・酵素の解明や
ゲノム合成等による微生物のデザイン

バイオ生産技術

※イメージ

・単に要素技術の基礎研究ではなく、研究の縦割りを打破し、DXも積極的に活用し、
材料開発やエンジニアリング、評価・解析等を一気通貫で統合的に研究開発。

・研究進捗等を踏まえてチーム体制や研究内容等の不断の見直しを重ねながら、非連続な
イノベーション創出に挑戦し続けるオールジャパンのチームを機動的に構築。

・経産省等(企業等の開発力強化)との緊密な連携・協働により、技術開発における産学
連携・国際連携や産業界への持続的な人材供給を促進

【事業スキーム】

支援対象機関：大学、国立研究開発法人等
領域・期間：研究開発費 385億円、事業推進費 30.8億円

蓄電池、水素・燃料電池、バイオものづくりの３領域を想定
※事業３年目、５年目等にステージゲート評価を行い、研究テーマの
継続・見直し・中止等について厳正に判断(最長で10年程度)。

オールジャパンのチーム型研究開発を展開。1領域は複数のチームで構
成され、各チームは複数の研究室で構成。
※上記に加え、初期の環境整備に係る設備費（80億円）等を措置

・国からJSTへの補助金
※JSTに対する基金造成費を新設
・補助率１００％

令和４年度補正予算で整備する基金（当面５年分）により
革新的GX技術に係る大学等における基盤研究を推進。

国 JST
補助金

※基金造成
委託 大学・国立

研究開発
法人等

2
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先端国際共同研究推進事業／プログラム
令和4年度第2次補正予算額 501億円

（JST：440億円 AMED：61億円）

背景・課題

 高い科学技術水準を有する欧米等先進国を対象として、政府主導で設定する先端分
野における研究開発成果創出を目的とする大型国際共同研究に十分な予算を担保。

 両国のファンディングエージェンシーが協働しつつ、課題単価や支援時期等を柔軟に設定
することで、より戦略的・機動的に国際共同研究を支援できるよう基金を造成。

 上記の国際共同研究を通じ、国際科学トップサークルへの日本人研究者の参入を促進
するとともに、両国の優秀な若手研究者の交流・コネクションの強化も図ることで国際頭
脳循環を推進し、長期的な連携ネットワークの構築に貢献。

支援内容

支援分野 内閣府主導の下で設定した先端分野

支援規模 最大100百万円／年・課題程度

支援期間 原則５年

支援対象 原則、各国の有力資金配分機関から十分な研究資金を得ている各
国トップ研究者との連携を希望する日本側研究者チーム

（基本スキーム例：共同公募（Joint-Call））

事業概要

 我が国は、国際共同研究の相手国として、欧米等先進国から高い期待を向けられている。近年の地政学的変化を受け、この期待はますます高まっているところ。
 一方、国際共著論文数が諸外国と比べて相対的に低下、研究者交流の停滞など、現在、世界の国際頭脳循環のネットワークの中に入っていない。
 大きな要因として、以下２点がネガティブに連動。

①既存の国際共同研究の枠組みの規模・支援期間が十分ではなく（”too little, too late”との評価が定着）、欧米等先進国が実施する規模の国際共
同研究には対応できていない。

②日本人研究者の国際科学トップサークルからの脱落、若手人材の育成機会の損失が生じている。

アウトプット(活動目標) アウトカム(成果目標) インパクト(国民・社会への影響)
・世界トップレベルの研究成果の創出
・次世代のトップ研究者の輩出
・国際頭脳循環の推進

・日本の相対的な研究力低下の傾向に
歯止めをかけ、国際競争力を確実に高めること
が期待できる。

・国際共同研究の抜本的強化
・若手研究者の交流・コネクションの強化
・日本人研究者の国際科学トップサークルへの参画

【支援のスキーム】

補助金 委託基金

文科省 大学・国立研究開発
法人等

JST

AMED

※このほか、JSTの基金には、内閣官房が進めるグローバル・
スタートアップ・キャンパス構想関連事業に係る66億円を計上。

3



経済安全保障重要技術育成プログラム（K Program）令和4年度第2次補正予算額

背景・課題

事業内容

【資金の流れ】

補助金
文部科学省

大学
国立研究開発法人
民間企業等

JST（基金）
委託

プログラムの特徴
• 基礎研究から一歩進んだ応用以降のレベルを主要ターゲット。
• 基金により、複数年度にわたり柔軟かつ機動的に研究開発を支援。
資金配分機関を通じ個別技術、システムを公募。

• 研究成果は、民生利用のみならず、成果の活用が見込まれる関係
府省において公的利用につなげていくことを指向。国主導による研
究成果の社会実装や市場の誘導につなげていく視点を重視。また、
技術成熟度や技術分野に応じた適切な技術流出対策を導入。

AIや量子など革新的かつ進展が早い技術の出現により、科学技術・イノベーションの推進が国際競争の中核となっており、そうした中、我が
国が技術的優位性を高め、不可欠性の確保につなげていくためには、研究基盤を強化することはもちろんのこと、市場経済のメカニズムのみ
に委ねるのではなく、国が強力に重要技術の研究開発を進め、育成していくことが必要。令和３年度より本プログラムの検討を進め、
令和４年９月に支援対象とすべき技術を示す研究開発ビジョン（第一次）を決定。

一方、新たな技術のシーズやニーズの台頭、常に変遷する国際情勢・社会情勢等を踏まえ、機動的かつ柔軟な支援を行うためには、研究
開発ビジョンを不断に見直し、本プログラムで支援対象とすべき技術を追加・修正していくことが必要。プログラムを早急に強化することによ
り、先端的な重要技術の育成を加速する。

1,250億円

○経済安全保障の強化推進の観点から、内閣府主導の下で関係府省、文部科学省及び経済産業省が連携し、国のニーズを踏まえて
シーズを育成するための研究開発ビジョンに基づき、我が国が確保すべき先端的な重要技術の研究開発から実証・実用化までを支援
する。

（令和3年度補正予算額 1,250億円）

成
果・・・

フェーズ２ ステージゲート

双方向の意思疎通 双方向の意思疎通

関係省庁が関わる仕組み（官民協議会等による伴走支援）
プロジェクトごとに適切な技術流出対策を措置

ステージゲートフェーズ１

ステージゲートフェーズ１ フェーズ２ ステージゲート

【プログラム推進イメージ】
プログラムの取組

成果の活用

【物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策（令和4年10月28日 閣議決定）】 Ⅳ．４．外交・安全保障環境の変化への対応
経済安全保障については、量子やAI等の先端的な重要技術に関し、研究開発から実証・実用化に向けた技術開発までを支援する枠組みについて、速やかに5,000億円規模

とする。

【研究開発ビジョン（第一次）（令和4年9月16日経済安全保障推進会議・統合イノベーション戦略推進会議決定）】
・「先端的な重要技術（AI、量子等）」と「社会や人の活動等が関わる場としての領域（海洋、宇宙・航空等）」の掛け合わせを考慮。
（支援対象とする技術）海洋領域：７技術、宇宙・航空領域：１４技術、領域横断・サイバー空間領域、バイオ領域：６技術

各
省
庁
の
取
組
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レゼンテ ション表紙サンプル （スライドサイズ 4：3 25.4 x 19.05cm）

大学ファンドを通じた
世界最高水準の研究大学の実現に向けて

～国際卓越研究大学制度の概要～
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次代の社会構造への転換
地球規模の課題解決への貢献
例：カーボンニュートラル、DX

世界最高水準の
研究大学

世界トップクラスの
研究者/学生が結集

若いときから充実した
海外経験の機会

海外や産業界で
活躍する人材、起業する

人材を多数輩出

分野を横断した
教育課程など

魅力的な博士課程

世界中から多様な学生充実した研究支援体制

国内外の大学・
研究機関

人
材
・
知
の
好
循
環

多様性・包括性の
ある環境

資
金
の
好
循
環

新たな
知・イノベーションの

創出

国内外の企業

企業との共同研究
卒業生からの寄附
の拡大

世界最高水準
の教育研究

大学独自基金の
拡充

次世代への再投資
経済的不安がなく、
博士課程に進学可能

国際卓越研究大学の
将来像（イメージ）

大学ファンドによる支援を通じて、
日本の大学が目指す将来の姿

 世界最高水準の研究環境（待遇、
研究設備、サポート体制等）で、
世界トップクラスの人材が結集

 英語と日本語を共通言語として、
海外トップ大学と日常的に連携
している世界標準の教育研究環境

 授業料が免除され、生活費の支給
も受け、思う存分、研究しながら、
博士号を取得可能

現在の大学

66



2020年度
(令和2年度)

2021年度
(令和3年度)

2022年度
(令和4年度)

2023年度
(令和5年度)

2024年度
(令和6年度)

大
学
改
革

内
閣
府

文
部
科
学
省

文
部
科
学
省

資
金
運
用
・
助
成

内
閣
府

文
部
科
学
省

文
部
科
学
省

科
学
技
術
振
興
機
構

大学ファンドに関するスケジュール

8/26 CSTIに
「中間とりまとめ」を報告

支
援
開
始CSTI

大学ファンド
資金運用ＷＧ

8/26 CSTI決定
「資金運用の
基本的な考え方」

科学技術振興機構(JST)に
おける体制整備

国
立
研
究
開
発
法
人
科
学
技
術
振
興
機
構
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

令
和
３
年
１
月
28
日
成
立
・
２
月
23
日
施
行

6/1 運用業務担当理事 着任
10/1 運用・監視委員 任命

1/7 文部科学大臣
「助成資金運用の基本指針」
1/19 科学技術振興機構
「助成資金運用の基本方針」

基
本
方
針
策
定

運
用
開
始

対象大学選定
大学認定/計画認

可

国
際
卓
越
研
究
大
学
の
研
究
及
び
研
究
成
果
の

活
用
の
た
め
の
体
制
の
強
化
に
関
す
る
法
律

令
和
４
年
５
月
18
日
成
立
・
11
月
15
日
施
行

11/15 
科学技術振興機構
「助成の実施方針」

4/1 資金運用企画室設置

世界と伍する研究大学となるためのポテンシャル
①国際的に卓越した研究成果の創出
②実効性高く意欲的な事業・財務戦略
③自律と責任あるガバナンス体制
※ 国立大学：国立大学法人法の改正

私立大学：寄附行為変更の認可
公立大学：定款変更の認可

CSTI 世界と伍する
研究大学専門調査会

世界と伍する研究大学の
実現に向けた制度改正等
のための検討会議

10/1 大学研究力強化室設置

2/1 CSTI決定
「最終まとめ」

CSTI
科学技術・学術審議会

11/15
文部科学大臣

公募・申請
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国際卓越研究大学法に基づく基本方針の主なポイント①
1. 国際卓越研究大学の研究及び研究成果の活用のための体制の強化の推進の意義と目標

 多様な分野の世界トップクラスの研究者が集まり、次世代の研究者を育成できる機能
を強化（世界から先導的モデルとみなされる世界最高水準の研究大学）

 国内外の若手研究者を惹きつける多様性と包括性が担保された魅力的な研究環境を
実現し、学術研究ネットワークを牽引

 社会の多様な主体と常に対話し、協調しながら、イノベーション・エコシステムの中核的
役割を果たす

2. 国際卓越研究大学の認定に関する基本的な事項
これまでの実績や蓄積のみで判断するのではなく、世界最高水準の研究大学の実現に向けた
「変革」への意思(ビジョン)とコミットメントの提示に基づき実施。

判断

制度の趣旨を踏まえ、認定及び認可される大学は無制限に拡大するものではなく、数校程度に限定。
また、大学ファンドの運用状況等を勘案し、段階的に認定及び認可を行う。

大学数

制度の趣旨や大学の負担も考慮し、大学認定と計画認可の審査プロセスを一体的に実施。要件

数か月確保。審査においては、研究現場の状況把握や大学側との丁寧な対話を実施。公募
期間

1. 国際的に卓越した研究成果を創出できる研究力

2. 実効性高く、意欲的な事業・財務戦略

3. 自律と責任のあるガバナンス体制

8



研究成果の活用のために必要な事業を
行うための環境の整備充実

 大学発スタートアップの創出拠点や大型産学共創拠点の形成
 大学発スタートアップ育成に向けたギャップファンド運営・直接投資
 国内外のアクセラレーターとの連携によるスタートアップを対象とした

アクセラレーションプログラムの展開

3 -（1） 研究体制強化の目標

3 -（2） 事業の内容、実施方法及び実施時期

個々の事業の結果、整備される研究環境や人材の数
（外国人研究者の割合の向上を含む）等のアウトプットだ
けでなく、アウトカム(研究水準の向上、研究成果の活用が
もたらすインパクト等)について記載。

 目標には、アウトプットだけでなく、
アウトカムについて記載

 世界の学術研究ネットワークを牽引、イノベーションを
常に創出し続けるマネジメント・システムの全体像を提示

国際卓越研究大学は、人材・知・資金の好循環を生み出すことができるよう、価値創造や社会課題解決に
資する研究基盤への投資だけでなく、大学の持続的成長に向けて、自然科学のみならず人文・社会科学を
含め、長期的視野に立った新たな学問分野や若手研究者への投資など、次世代の知・人材の創出にも
取り組む。

制度の趣旨を踏まえ、各大学が計画を作成する際には、世界トップレベルの
研究大学をベンチマークすることとし、世界の学術研究ネットワークを牽引する
に足る高い研究水準の達成を図り、新たな研究領域やイノベーションを常に
創出し続けるマネジメント・システムの全体像を提示。

人材

知資金

研究の支援又は研究成果の活用のために
必要な技術者等の育成

 URA等の研究マネジメント人材や技術職員等の専門職人材、
ファンドレイザーや財務専門職員等のキャリアパスの構築

 国内外における研さん機会の拡大、資格取得支援

優秀な若年の研究者の
育成及び活躍の推進

 安定した若手ポストの確保
 博士課程学生の経済的支援
 海外研修

ロ．
（例)

（例)

国際的に卓越した能力を有する研究者の確保、研究の支援
又は研究成果の活用のために必要な技術者等の確保

学内人事制度の構築、家族の滞在に係る支援
URA等の研究マネジメント人材や技術職員等の専門職人材のポストの確保
国際研究協力を支える事務職員、ファンドレイザーや財務専門職員等の確保

（例)

（例)

国際的に卓越した科学技術に関する
研究環境の整備充実

（例)
 研究実証施設や融合研究センター、共用

機器やデータ連携基盤を含めた最先端の研
究インフラの戦略的整備・更新・維持

3. 国際卓越研究大学研究等体制強化計画の認可に関する基本的な事項

ニ． ホ．

ハ．イ．

国際卓越研究大学法に基づく基本方針の主なポイント②
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3 -（３）国際卓越研究大学研究等体制強化計画の認可に関する具体的な基準
①基本方針に記載された事項に照らして適切なものであること。

②国際卓越研究大学研究等体制強化計画の内容が円滑かつ確実に実施されると見込まれること。

③国際卓越研究大学研究等体制強化計画に基づき実施する事業が、国際卓越研究大学の研究及び
研究成果の活用のための体制の強化に資するものであることが合理的に説明されていること。

ロ. 財務戦略について、これまでの取組に応じた実効性のあるものとなっており、外部資金の獲得状況(年平均５％程度以上
の増加)等を基に、継続的な事業成長(年平均３％程度の支出成長率) を果たすことの蓋然性が高いこと。また、持続的な
成長のために必要な運用益を生み出せるだけの規模の大学独自基金の造成の実現可能性が高いこと。

3. 国際卓越研究大学研究等体制強化計画の認可に関する基本的な事項

国際卓越研究大学法に基づく基本方針の主なポイント③

イ. 目指すべき姿の実現に向けて、世界の学術研究ネットワークを牽引し、新たな研究領域やイノベーションを常に創出し
続けるマネジメント・システムを構築するため、既存の制度に縛られず、学内外の叡智を結集して取組を進めていく計画
であること。特に研究上のポテンシャルを向上し続ける方策が示されていること。

ハ. 新たな研究領域の創出や若手研究者への支援など、次代を見据えたビジョンの具現化に向け、自律的財政基盤を強化し
、資金循環の形成と学内の資源配分を行うことができるガバナンスを有すること。特に、合議制の機関、教学担当役員(
プロボスト)、事業財務担当役員(CFO)について、有効に機能するようなマネジメント・システムとなっていること。

3 -（4）計画期間
 短期的な成果主義に流されず、長期的に大学の取組や活動を後押し。
 計画期間は最長で25年とし、その範囲内で大学自ら、目標や計画と併せて設定。
 厳格な結果責任を求める観点から、一定期間(６年～10年を目安)ごとに、支援の継続の可否に係る評価を実施。10



国際卓越研究大学の研究及び研究成果の活用のための体制の強化に関する基本方針の策定に向けて

４．国際卓越研究大学研究等体制強化助成に関し、国立研究開発法人科学技術振興機構が
遵守すべき基本的な事項

 国立研究開発法人科学技術振興機構(JST)は、基本方針に即して、助成の実施方針を定め、
体制を整備し、当該助成の適切な実施を図る。

 認可計画に基づく各国際卓越研究大学への助成額は、大学ファンドの運用益からの助成総額
の範囲内で、外部資金獲得実績や大学ファンドへの資金拠出額を踏まえて算定。

 国際卓越研究大学制度の趣旨を踏まえ、助成金の使途については、可能な限り、各国際卓越研究
大学の自律性とその責任の下、柔軟かつ適切に決定され、当該大学が適切に説明責任を果たして
いくことが必要。大学の財政基盤の自律化が果たされるまでの間、継続的・安定的に助成。

 国際卓越研究大学への支援と総合振興パッケージによる地域中核・特色ある研究大学への支援、
全国的な博士人材の育成強化が相まって、初めて、我が国全体の研究力の向上が図られることに
ついて、幅広い産学官の関係者により理解が共有されることが重要。

 国際卓越研究大学は、知的資産の形成と社会的な価値創造やイノベーション創出の中核拠点とし
て、国際的な頭脳循環のハブとなるとともに、全国の大学等との連携を強化することで人材の流
動性の向上や共同研究の促進等を図るなど、学術研究ネットワークを牽引する責務を負う。

 規制の緩和や寄附の促進等についても、引き続き必要な検討を進めるとともに、審査の
過程や意見交換等を通じて現場の具体的なニーズを把握しつつ、大学から規制緩和等を
提案する機会を設けるなど、双方向型のコミュニケーションを行う環境を整備する。

５．科学技術の振興及びイノベーションの創出の促進に関する施策その他の関連する施策との
連携に関する基本的な事項

６．その他国際卓越研究大学の研究及び研究成果の活用のための体制の強化の推進に
関する重要事項

継続的・安定的に
助成

国際的な頭脳循環
のハブとして牽引

双方向型の環境
整備

国際卓越研究大学法に基づく基本方針（案）の主なポイント③国際卓越研究大学法に基づく基本方針の主なポイント④
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国際卓越研究大学の研究及び研究成果の活用のための体制の強化に関する基本方針の策定に向けて

科学技術振興機構(JST)は、国際卓越研究大学研究等体制強化助成を実施するために必要な機能・体制を整備。
助成の対象は、国際卓越研究大学における文部科学大臣の認可を受けた国際卓越研究大学研究等体制強化計画

(以下、体制強化計画)に記載された法第５条に掲げる事業に関するものとし、その使途は各国際卓越研究大学の
自律性とその責任の下、柔軟かつ適切に決定。

 JSTは、基本方針及び文部科学省における助成の考え方を踏まえ、当該年度の助成総額の範囲内で、各国際卓越
研究大学の当該年度の助成限度額を算定。
＜文部科学省における助成の考え方＞
各国際卓越研究大学の助成額は、以下で構成。
①研究等体制強化促進分

各国際卓越研究大学の外部資金獲得額(公的資金を除く)の５年平均を基に算定。
②大学成長基盤強化促進分

各国際卓越研究大学の自己財源より大学独自基金に積み上げた額
＋ 各国際卓越研究大学の自己財源より大学ファンドへ資金拠出(出えん)した額を基に算定。

 JSTは、各国際卓越研究大学に、条件等の確認等を行った上で、助成限度額の範囲内で助成金を交付。

 JSTは、助成金の管理及び執行に関して不適切な事象等が発生した場合は、助成金の執行の停止、返還に
関する手続等を適切に行う。

１．助成の
実施方法

不適切な事象等
への対応等

国際卓越研究大学法に基づく基本方針（案）の主なポイント③国際卓越研究大学研究等体制強化助成の実施に関する方針の主なポイント
一 助成の実施方法及び実施条件

二 国際卓越研究大学研究等体制強化助成の業務に関連する業務との調整に関する事項

三 国際卓越研究大学研究等体制強化助成の実施に必要なその他の事項

 JSTは、助成金を交付する際に、以下の実施条件等について各国際卓越研究大学に確認。
 合議制の機関による監督及び監事等による内部監査システムを通じた組織的なコンプライアンス体制の構築を
図るとともに、法令等を遵守し、善良なる管理者の注意をもって、適正かつ誠実に体制強化計画を実施すること。
 他の公的資金と同様に適切な管理及び執行を行い、公正かつ効果的、効率的な執行に努めること。
 成果や取組の進捗などを積極的に発信するとともに、助成金の使途について適切に説明責任を果たすこと。

２．助成の
実施条件

運用業務との連携を適切に図り、適宜情報共有を行うなど、助成の継続的・安定的な実施に努める。運用業務との連携
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